
Ⅰ はじめに

2000年度の介護保険制度導入から，介護給付

は増加の一途をたどっている。2006年度の介護

保険制度改正におけるポイントの一つは，介護

予防重視のシステムの導入であり，これにより

介護給付費，介護保険料の高騰の抑制をはかる

ことを目指すものであった。その具体的な方策

として，厚生労働省は新たに，軽度要介護（要

支援1・2）の高齢者を対象とし，重度要介護へ

の移行を防ぐ「新予防給付」と，要介護認定を

受けていない高齢者を対象とし，「地域支援事業」

の中で取り組まれる介護予防事業を創設した。

後者は，「生活機能が低下していて，介護が必要

となる恐れのある虚弱な高齢者」である「特定

高齢者」と「一般高齢者」向けの施策からなる。

しかし介護予防は期待されたようには進まな

かった。特定高齢者施策については制度がスター

トした2006年度当初，基本健診参加者を対象と

したスクリーニングによる特定高齢者抽出率の

目標値は高齢者人口の5％とされていたが，実際

には1％にも満たなかった。また，一般高齢者施

策については，地域在住の高齢者全体への介入

を目指すものだったが，2006年度介護予防事業

報告書の実績によれば，各事業の延べ人数（実

人数のデータはない）の合計が6,735,272人で，

全高齢者が約2,600万人とすると1人あたり1回の

参加としてもカバー割合は約25％であり，事業

の実施規模は「全体への介入」といえるほど大

きくなかった。

本稿では，介護予防の中でも要介護認定を受

けていない高齢者を対象とした地域支援事業を

取り上げ，特定高齢者施策の限界，一般高齢者

施策の課題を整理し，これらを克服する事業と

して開発された愛知県武豊町における地域サロ

ンによる介護予防プログラムを紹介し，現在ま

でに行ったプロジェクト評価の結果を示す。

Ⅱ 地域支援事業における介護予防の概要と

現状の問題点

1 地域支援事業の概要

地域支援事業は「介護予防事業」，「包括的支

援事業」などからなり，介護予防事業は，特定

高齢者施策と一般高齢者施策に分かれる。地域

包括支援センター業務マニュアル（厚生労働省）

によれば，特定高齢者施策は，スクリーニング

によりハイリスク者を特定して事業への参加を

勧めるハイリスク戦略に基づいて行われる。特

定高齢者把握事業，通所型介護予防事業，訪問

型介護予防事業，介護予防特定高齢者施策評価

事業で構成される。特定高齢者把握事業により

スクリーニングを行って決定した特定高齢者を

対象に，通所・訪問介護予防事業を実施し，そ

のプロセス・アウトプット・アウトカム評価を

介護予防特定高齢者施策評価事業で行う。一方，

一般高齢者施策は，スクリーニングを行わず地
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域の全高齢者を対象とするポピュレーション戦

略に基づいて行われ，介護予防普及啓発事業，

地域介護予防活動支援事業，介護予防一般高齢

者施策評価事業で構成される。介護予防普及啓

発事業は，介護予防についての識を普及啓発す

るためのパンフレットの作成・配布，講演会な

どの開催を行う。地域介護予防活動支援事業は

介護予防にかかわるボランティアなどの人材育

成，地域活動組織の育成・支援を行うものであ

る。介護予防一般高齢者施策評価事業 は，事業

が適切かつ効率的に実施されたか，プロセス評

価を中心として，原則として年度ごとに事業評

価を行うものとされている。

2 地域支援事業による介護予防事業の問題

点

（1）特定高齢者施策

特定高齢者施策はハイリスク戦略に基づき，

危険因子を持つ虚弱な高齢者をスクリーニング

して介入しようとするものであったが，先述の

ように基本健診参加者を対象としたスクリーニ

ングでは，該当者の割合が当初の目標値である5

％に遠く届かないという状況であった。このよ

うな結果を招いた原因の一つは，スクリーニン

グを健診参加者を対象に行ったことにあると考

えられる。先行研究によれば，健診受診者は非

受診者に比べて主観的健康感や幸福感などの心

理的指標が良好であることや，身体的に健康で，

良い生活習慣があることなどが報告されている

（鈴木・岩佐・吉田・金・新名・胡・新開・熊谷・

藤原・吉田・古名・杉浦・西澤・渡辺・湯川

2003，三觜・岸・江口・三宅・前田 2003，平松・

近藤・平井 2009）。つまり健診受診者には，要

介護移行のリスク要因が非受診者よりも少ない，

より健康な高齢者が多い。そのため意図せずし

てより健康な高齢者を対象にしてスクリーニン

グをすることになり，想定した水準の「特定高

齢者」を把握できなかったと考えられる。

またスクリーニングにより決定した特定高齢

者のうち，事業に参加しない者も少なくなかっ

た。地域包括支援センター・介護予防事業担当

者会議資料（2007年3月14日開催）によれば，特

定高齢者112,124名（2006年度）のうち，本人の

意思による不参加が27,025名（24.1％），その他

の理由による不参加が38,043名以上（33.9％以上）

（※「以上」となっているのは計算方法の制限に

よる。実際はもっと高い）であり，両者を合わ

せ特定高齢者の半分以上が参加していなかった

のである。事業の内容に魅力がない等の理由も

考えられるほか，特定高齢者にしてみれば現在

の生活に支障はなく，介護予防事業への参加の

必要性を感じない，「特定高齢者」という名称や，

虚弱な高齢者として「特定」されることが高齢

者の尊厳を傷つける可能性を指摘する声も聞か

れる。

厚生労働省は，特定高齢者の該当者が少なかっ

たことへの対策として該当基準を緩和すること

で該当者を増やそうとした（第2回介護予防継続

的評価分析等検討会資料（2007年2月27日開催））。

これは，健診を受診しない，より虚弱な高齢者

をそのままにし，健診に参加している高齢者を

対象に，より健康な方へと基準を広げて該当者

を増やしたことを意味する。これでは，前年度

よりもさらに健康な群を多くとらえるだけであ

り，本来対象とすべき人と実際に参加する人と

の間のミスマッチを大きくする結果をもたらし

たと考えられる。

健診を通じたスクリーニングのもうひとつの

問題は，高額な費用である。2010年6月15日地域

包括支援センター全国担当者会議において，厚

生労働省は健診による特定高齢者の把握の費用

が介護予防事業（国費ベース）予算176億円の約

50％を占めていることを問題点として示した。

保険者負担分を含めれば，509億円のうち340億

円（66.7％）と，介護予防ためのプログラム提

供よりも多い額が対象者の把握のために使われ

ていたことになる。これを踏まえ，予算のバラ

ンスの修正の必要性とともに，健診による把握

が実態に即していない点についても指摘した。

2010年8月6日には，スクリーニングを健診では

なく，自記式の「高齢者ニーズ調査」の実施に

よる代替が可能であること，特定高齢者の名称
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も不評として「二次予防に係わる事業の対象者」

とし，各市町村で使いやすい通称の使用を推奨

する通達が出されている。

特定高齢者施策の効果については，第6回介護

予防継続的評価分析等検討会資料（平成21年3月

26日開催）では，介護予防効果がある傾向はあ

るが，統計学的に有意でないことが報告されて

いる。最も研究の蓄積が進んでいる転倒予防プ

ログラムについて，海外のRandomizedControl

Trialよる先行研究のメタアナリシスをみても，

転倒抑制効果（リスク比）は0.91（95％ 信頼区

間0.82-1.02）とやはり全体としては統計学的に

有意な効果が認められていない（Gates,Lamb,

Fisher,Cooke,Cater2008）。効果のあるプロ

グラムとないものとが混在している状況である。

また，エビデンスのある事業が開発されても，

問題は残る。平成19年介護予防事業報告のデー

タによれば，平成19年の特定高齢者は109,356人

で，そのうちから要介護発生は5,394人（4.9％）

であった。一方，2007年度の全高齢者約2700万

人のうち要介護認定を受けていない自立高齢者

は約2,300万人である（介護保険事業報告によれ

ば2007年10月時点での要介護高齢者は約400万人

強）。1年間の新規要介護認定の申請者数は平成

20年度介護保険事務調査の集計結果によれば132

万人であった。このうち非該当となった者の割

合は3.4％（第4回要介護認定の見直しに係る検

証・検討会資料）であるが，これは二回目以降

の再申請を含んだ数字であり，初回申請に限定

するとこれよりも少し高めになる。仮に10％と

すると，申請者のうち90％が要介護認定される

ことになるので，約120万人前後の新規要介護発

生があることになる。

つまり特定高齢者からの要介護状態の発生

（約5,000人）は，年間120万人規模の新規の要介

護者全体の1％未満であることになる。効果的な

プログラムが開発されて特定参加者の要介護化

の予防が成功しても，その規模を拡大しなけれ

ば，特定高齢者でない層から発生している要介

護者数の抑制にはつながらないことになる。

以上のように，特定高齢者施策には，スクリー

ニングの方法と費用，スクリーニングされても

事業への参加が少ないこと，プログラムの効果

と規模（カバー割合）という限界を抱えている。

これらの改善を図りつつ，代替案となる「もう

一つの介護予防戦略」（＝ポピュレーション戦略）

の一般高齢者施策の検討・拡充が重要であるこ

とが分かる。

（2）一般高齢者施策

特定高齢者施策には，運動器機能向上・栄養

改善・口腔機能向上など対象者・事業内容が具

体的に示されていたのに対し，一般高齢者施策

については具体的な事業が明確に示されていな

かった。また一般高齢者施策は先述のように，

介護予防普及啓発事業，地域介護予防活動支援

事業，介護予防一般高齢者施策評価事業で構成

されるが，これらは特定高齢者施策に比べて各

個人に強い影響をあたえるような集中的なプロ

グラムではないため，効果はさらに表れにくい

と考えられる。一人一人への効果は小さくとも

ポピュレーション戦略が予防効果を発揮するの

は，対象となる人口集団が大きい場合である。

つまり，一般高齢者施策が介護予防効果を持つ

ためには，事業への参加人数が多くなければな

らない。2007年度介護予防事業報告によれば，

一般高齢者施策の参加状況は，介護予防普及啓

発事業（延べ人数のみ。実人数の把握はしてい

ない）9,185,145人，地域介護予防活動支援事業

1,321,946人で，計10,507,091人となるが，自立

高齢者が約2,300万人とすると1人1回参加として

も46％，1人2回なら23％の参加ということにな

る。特定高齢者施策の参加延べ人数計1,771,528

人，実人数計115,613人に比べると，一般高齢者

施策は延べ人数で約6倍程度である。単純に1人

当たりの参加回数が特定高齢者施策と同水準だ

とすると実人数は約60万人で高齢者人口の約3％

の参加ということになる。事業への参加者数が

この程度にとどまっている背景には事業を提供

するマンパワー不足があると考えられる。その

ため，現状のまま参加人数を増やす場合は講座

的なものにならざるを得ず，参加者が能動的に

いきいきと参加するような事業の実施は難しい。
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また，一般高齢者施策の中に評価事業が位置

づけられているが，上述の介護予防事業報告以

外にはほとんど行われていない。その介護予防

事業報告では実人数の把握をしていないことも

問題である。延べ人数だけの把握では，意識の

高い一部の高齢者が活発に参加している状況と，

まんべんなく多くの高齢者が参加している状況

が区別できない。ポピュレーション戦略には多

くの人に影響を与えることが必要であるが，現

在の延べ人数での評価では，それが評価できな

い。

研究者による一般高齢者施策の評価の例（島

貫・梅津・本田・伊藤・河西・高戸・荒山・坂

本・植木・芳賀 2010）があるが少ない。また，

ポピュレーション戦略の評価としては，個人レ

ベルの変数の評価だけでなく，地域レベルのソー

シャル・キャピタルなど，地域特性に着目した

評価が今後進める必要があると思われる（近藤

克則・平井寛・竹田徳則・市田行信・相田潤

2010）。

3 地域支援事業の現状の問題点についての

小括

特定高齢者施策には，上に示したように，ス

クリーニング方法と費用，スクリーニングされ

ても事業への参加が少ないこと，プログラムの

効果と規模（カバー割合）などの面で課題があ

る。一方，これらの課題を乗り越える代替案と

して期待される一般高齢者施策の有効利用が考

えられるが，その一人一人への効果は小さい分，

より多数の人を対象とすることが必要と考えら

れる。しかし，一般高齢者施策への参加実人数

でみたカバー率は，把握すらされておらず，地

域全体への介入とは言えない水準にとどまって

いる可能性は高い。事業の評価についても，必

要なデータがなく，地域全体への介入を意識し

た個人レベルと地域レベルの変数を用いた適切

な評価が行われていない。

以下では，これらの課題を克服することを目

的に開発された，愛知県武豊町における住民ボ

ランティア運営型地域サロンによる介護予防プ

ログラムについて紹介し，評価結果を述べる。

Ⅲ 武豊町における住民ボランティア運営型地

域サロンによる介護予防プログラムの概要

1 武豊町の概要

愛知県知多郡武豊町は愛知県の知多半島中部

に位置し，臨海部の工業地域，内陸部の住宅地

域からなる面積約25km2の町である。人口は約4

万人で。高齢者人口7,000人，高齢化率，要介護

認定率はそれぞれ約16％，12％（2006年度）で

ある。

2 事業の背景

愛知県武豊町と日本福祉大学の共同研究は

1999年から始まった。2003年には武豊町を含む

知多圏域の7介護保険者（1広域連合と6市町）は

日本福祉大学に委託し，要介護者・介護者・一

般高齢者を対象とする大規模な調査を行った。

この調査に参加した7介護保険者と日本福祉大学

の間で，介護保険事業計画の策定を目的とした

共同研究会が定期的に行われるようになった。

全保険者で共通の調査票を用いているため，各

保険者は他保険者との比較を行い，自保険者の

状況を相対的に評価した。また，調査データの

分析結果から，当時の介護予防事業には元気な

人ばかりが参加していること，特定高齢者のス

クリーニングに用いられる健診にもより健康な

人が参加し，要介護になる恐れのある人はかえっ

て参加しないと考えられることなど，上述した

ような特定高齢者施策の課題を共同研究により

把握していた。

そのため，武豊町の介護予防担当者は，2005

年に介護保険法の改正があり2006年から介護予

防への取り組みが開始される時点で，特定高齢

者施策の効果があまり期待できないと考えた。

そこで，武豊町と日本福祉大学は，これまでの

共同研究の成果をもとに，特定高齢者施策では

カバーできないハイリスク者を含め，高齢者全

体の参加を促進する新たな一般高齢者施策のプ

ログラムを開発するプロジェクト（以下，武豊
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プロジェクト）を開始した。特定高齢者施策は

具体的方策が示されているものの，一般高齢者

施策の具体的方策は示されていなかったので，

ソーシャル・キャピタル理論なども参考に，地

域福祉，国際開発の研究者も参加して，介入プ

ログラム理論から構想を錬った。また，事後的

に，特定高齢者施策がハイリスク者をほとんど

カバーしていないことをデータで裏付けた。例

えば，武豊町の2007年度の新規要介護発生は322

名であったが，前年の2006年度の状態をみると，

特定高齢者（現在より厳しい旧基準）だった者

はわずか4名であり，残りの318名が2006年度の

特定高齢者以外からの発生であった。これらで

確信を深め，ポピュレーション戦略に立つ一般

高齢者施策の介入計画と，プログラム評価の計

画を立案した。

3 ソーシャル・キャピタルを意識した介入

プログラム理論仮説

介入プログラムの最終目標は「介護予防」で

ある。その最終目標を達成するために，地域サ

ロン事業への参加による身体活動性向上，交流

による，生活習慣の改善，ソーシャルサポート

の増加などの個人レベルの直接的な介入効果だ

けでなく，「地域環境への介入」による間接的な

効果や波及効果も期待した（図1）。具体的には，

地域ボランティアを募り，サロンの立ち上げか

ら担ってもらうことで，地域レベルの「ソーシャ

ル・キャピタル（SC）」（Kawachi2000，近藤

2010）の涵養を図った。ソーシャル・キャピタ

ルとは，人間関係資本，市民社会資本などと訳

される概念で，これが豊かな地域・集団ほど，

住民の平均余命が長い，失業率が低い，犯罪が

少ないなどの報告がなされている（内閣府 2003）。

4 武豊町地域サロン事業の方針

武豊町の地域サロンは，すでに全国各地で4万

ヵ所近く（2005年時）の取り組みがある「ふれ

あい・いきいきサロン」（全国社会福祉協議会

2006）の一種であると位置づけられるが，事業

の方針の設定に際しては，韓国の「敬老堂」か

らヒントを得た（斎藤・近藤・平井・市田 2007）。

それは，日本（愛知・香川・高知の15市町）と

韓国（金海市）で高齢者を対象に行われたアン

ケートの調査結果を比較したところ，高齢者の

「閉じこもり（外出頻度週1回未満）」割合が韓国

で低いことがわかり，その理由が高齢者の約半

数が参加するといわれている「敬老堂」である
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図1 武豊町地域サロンのプログラム理論仮説
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と考えられたからであった。

敬老堂を参考に設定した武豊町地域サロン事

業の方針は，小地域に多くの拠点を設けること

による「アクセスの改善」，「多彩なメニュー提

供を行う」，「住民主体による運営と行政による

支援の体制」の3つである。

「アクセスの改善」は，公民館等を用いて多

拠点に地域サロンを設けることにより移動距離

を短縮してアクセスを改善し，より参加しやす

くすることを目指すものである。介護予防事業

は通常，保健センターなど町の中心施設で行わ

れてきた。しかし厚生労働省の介護予防モデル

事業報告書においても，事業を一般化する際の

課題としてあげられているように，虚弱な高齢

者ほど，会場へのアクセスに問題があり，その

ために参加が困難であることが考えられる。

2006年に武豊町で行った調査のデータを用いた

分析（平井・近藤 2008a）でも，介護予防事業

の開催場所として想定される，保健センター・

老人福祉センター等の町施設までの距離が短い

ほど，施設の利用割合が高いという結果が示さ

れた。また山村（滋賀県高島郡朽木村）で健診

非受診の理由について調査した研究（山川・上

島弘嗣・嘉村 1995）では，非受診の理由は，受

療中（55％），会場へ行く手段がない（31％），

健康だから（10％）の順に多かった。この結果

を受け朽木村では，従来村内の1ヶ所で行われて

いた健診を村内17か所で行い，アクセスを改善

することにより健診受診者を1.8倍に増加させて

いる例もある。

「多彩なメニュー提供」を行う理由は，武豊

町地域サロン事業は一般高齢者施策であり，健

康上の悪い部分や要介護リスクを見つけて対応

するのではなく，ポジティブな健康増進を目指

したこと，また武豊町の高齢者を対象にしたコ

ホート研究によって，趣味や社会的サポートが

ある人，社会参加している人ほど，認知症を伴

う要介護認定を受けていないなどの結果も得ら

れたからである（竹田 2007）。健康教育や身体

的機能向上を目指すメニューだけではなく，心

理的，社会的にも生き生きと暮らすための知識・

技術・趣味活動，社会的サポート，社会参加の

機会を提供する多彩なメニューを用意すること

を目指した。これにより，健康維持だけでなく

多様な関心・趣味を持つ多くの人の参加を引き

出し，効果的なポピュレーションアプローチを

可能にすることを狙った。

「住民主体による運営と行政による支援の体

制」という方針は，多拠点で地域全体への介入

を行う上では住民の力が不可欠だという必要性

とともに，住民の力を引き出しソーシャル・キャ

ピタルあるいは「地域の福祉力」を高めようと

いう積極的なねらいを反映している。地域全体

への介入を目指す本事業では，従来よりも大規

模な対象者数が必要と想定した。その事業を専

門家だけに依拠して行おうとすれば，頻度や密

度は小さくならざるを得ない。そのため運営を

住民主導とすることで多拠点の運営を可能とし，

行政は地域サロン運営の場所・資金確保，人材

養成や広報などで支援を行うという事業を目指

した。多彩なメニューを開発するため，武豊町

モデルでは行政・社協・住民組織が計画・運営

する「協働・支援事業」でメニューの開発・講

師の確保・派遣を行い，「リーダー育成事業」に

よりサロンを運営できる人材を育成する。住民

主導の自立型の事業とすることにより，住民が

そのときのニーズ・地域の実情に即した地域福

祉サービスを自ら生み出し提供していくという

効果も期待した。

5 事業実施までの経緯

武豊町地域サロン事業の計画から実施までの

過程はすでにほかで詳しく紹介している（平井

2009）ため，ここでは簡単に述べる。事業開催

までの過程は大きく3つの期間に分けられる。事

業の計画ができるまでの計画期（2006年2月～），

住民ボランティアを募集し地域サロンでの活動

内容を決定する事業準備期（2006年10月～），地

域サロンを開催し一般参加者を集めボランティ

アが事業を運営する開催期（2007年5月～）であ

る。
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（1）計画期

計画期は2006年2月のプロジェクト開始から

2006年9月の計画策定までの期間である。武豊町

（健康課，福祉課，企画情報課），在宅介護支援

センター，社会福祉協議会ボランティアセンター

と大学の各関係者らで7回の共同会議，3回の事

例視察，武豊町内の地域資源視察ツアーを行っ

た。これらを通じて従来の取り組みの問題点を

明らかにし，先行事例からの示唆を引き出し，

武豊町の利用可能な資源を把握するという過程

を経て上述のような事業の理念・方針を固め計

画書を作成した。2006年7月には，要介護認定を

受けていない65歳以上の高齢者全数5,759名を対

象にアンケート調査を行った。調査の目的は，

地域サロン事業のニーズ評価とサロン事業のボ

ランティア募集と協力の呼びかけ，介入前後比

較のための高齢者の健康や外出状況把握であっ

た。

（2）事業準備期

事業準備期は2006年10月から2007年5月までの

期間である。2006年10月31日に地域サロン運営

ボランティア募集を目的とした住民説明会を行っ

た。説明会への参加呼びかけは町の広報に加え，

2006年7月に町内の55歳以上高齢者を対象とした

アンケートで「中心的な運営者として参加して

もよい」と回答した住民への案内状送付や，保

健推進員や食生活改善委員などの既存のボラン

ティア組織への連絡により行った。説明会では，

計画書を基に作成されたパンフレットも使って

事業の理念・方針の説明とボランティア参加の

呼びかけを行った。住民説明会には62人の参加

があり，52人が事業への参加協力を表明した。

本事業では事業内容をボランティアが自ら創

り出していく自立的事業を目指した。ボランティ

アは，2回の先行事例視察・3回のワークショッ

プ，4回の代表者会議などを通して，自分たちの

目指す地域サロン像，地域の課題の抽出を行っ

ていった。ワークショップには，意志決定に役

立つと思われた分析資料も適宜提示した。2007

年3月の第3回ワークショップでは3拠点で事業を

開始すること，会場毎に月に1～2回開催するこ

と，そして事業内容を決定した。その後開催予

定の3つの拠点を運営するグループに分かれ，さ

らに具体的な準備を進めた。各会場の運営ボラ

ンティアと共に，音楽や健康体操サークルなど

多彩なプログラムを提供してくれる通称「出前

ボランティア」も社会福祉協議会を通じて再組

織した。

（3）開催期

2007年5月～6月にかけて，老人憩いの家2カ所，

地区公民館1カ所を会場として3拠点で事業がス

タートした。開所セレモニーには，各地域サロ

ンとも予想を上回る120～150名以上の人が詰め

かけ，町長も顔を出し挨拶した。通常開催の参

加人数は1会場で20～60人程度が平均的だが大き

な行事の際は100人近い参加がある場合もある。

活動内容は健康体操，脳トレ（頭の体操），歌

唱，楽器演奏，盆踊り，竹細工，アクリルたわ

しづくり，押し花など多彩で，ボランティア会

議で新しい企画が生み出されている。子供会と

共同しての映画観賞会や，ひな祭り，花見など

のイベントも行われている。参加者は一般参加

者とボランティアともに1回100円の参加料を支

払っている。

開催日の運営，事前準備等は，地域包括支援

センターや社会福祉協議会の職員のサポートの

もとで，すべて住民ボランティアが行っている。

開催日は会場設営，お茶等の準備，司会，駐車

場で車の誘導などを行っている。事前準備とし

て，次回開催時の役割分担，お茶菓子など物品

の購入という毎回行われるもののほか，季節の

行事の企画や，新しいメニューの開発が行われ

る。

サロン会場は2007年度に3拠点でスタートして

以降，2008年度に2拠点，2009年度に2拠点，

2010年度に1拠点と，町全体への展開を目指し順

次開設を進めている。

Ⅳ 事業の評価

1 プログラムの評価

ある望ましい結果を達成できるように新しい
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プログラムを開発したり，既存のプログラムを

修正するためには，事業全体を通じたプログラ

ム評価を行う必要がある （Rossi,Lipsey,

Freeman2005）。しかしこれまで介護予防事業

においてプログラム評価はほとんど行われてこ

なかった。平成16年に行われた全国調査の結果

では，3分の2の自治体では事業評価を行ってい

ないことが示されている（安村 2005）。

評価には大きく分けて「総括的評価」と「形

成的評価」がある。総括的評価とはプログラム

が実施された後に，全体的・結果的にその効果

（アウトカム）・影響を計測するものである。そ

の目的は説明責任を果たすため，あるいは

PDCAサイクルを回すことにより政策の効果的

な運用を可能にすることである。効果（アウト

カム）を評価する性格上，その結果が得られる

のは事後的になり，交絡要因の調整など客観性

が重視される。一方，形成的評価とは政策プロ

セスのあらゆる段階で多様な主体が関わりプロ

グラムを変容（改善）させていくことを前提に，

これらの主体が評価にも参加し，その知見を利

用しながら政策形成を進めていくものである。

したがって，当事者による参与観察型で，客観

性を犠牲にしても，プロセスを改善することを

重視する。武豊町事業では，町として説明責任

と事業改良を行うため総括的評価だけでなく形

成的評価も行う必要があると考えられた。その

ため，事業計画書にも事業全体を通じたプログ

ラム評価を行うことが明記されている。

プログラム評価の最終的な関心は事業の効果・

アウトカムであるが，新しいプログラムを開発

していく場合は特に，より効果の大きいプログ

ラムへの改善プロセスが不可欠である。そのた

めプログラムの最終的な効果を評価する前に，

成果に至る諸段階を含む5つの評価課題を設ける

のが一般的である。5つの評価課題とは，①ニー

ズの評価（事業の背景となる），②プログラム理

論仮説の評価，③実施プロセスの評価，④イン

パクト（効果）の評価，⑤効率の評価である。

この5つの評価課題は階層をなしている。最も基

礎的なレベルから，①ニーズ，②プログラム理

論仮説，③プロセス，④インパクト，⑤効率の

順に積み上げられるものであり，下位の評価で

満足な結果が得られていることが，上位の評価

を行う前提となる。例えば，プロセス評価によっ

て，プログラムが想定されたように運営されて

いないことがわかれば，プログラムのインパク

トを正確に測ることは無意味に近くなる

（Rossi,Lipsey,Freeman2005）。

2 プロセス評価としての5つのCoverage

健康政策の評価において，世界保健機関

（WHO）は，プロセス評価としてのEffective

Coverage（効果的なカバー・普及率）を健康政

策のパフォーマンス評価に用いることを提案し

ている（MurrayandEvans2003）。臨床医学

と異なり，健康政策による人口集団を対象とす

る介入の健康へのインパクト評価は非常に困難

である。そのためそのインパクトを直接計測す

るものではないものの，健康へのインパクトを

得るうえでの中間的なステップであり，国・地

域レベル政策の継続的な実践や意思決定プロセ

スとしてEffectiveCoverageの評価が有用であ

るとしている。ポピュレーション戦略に基づき，

地域全体への介入を目指す場合には，このよう

なCoverageの評価を行うことがふさわしいと考

えられる。

EffectiveCoverageはニーズのある者に効果

的な介入が届いているかをみるものであるが，

その他，EffectiveCoverageの他に，達成を妨

げる問題・障害がどこにあるかを評価するため

の4つのCoverageがある。全体のニーズに対す

る利用可能な資源の割合などを評価するAvaila-

bilityCoverage，距離など利用・参加しやすい

人の割合などを評価するAccessibilityCoverage，

文化・ジェンダー等さまざまな理由による利用

の障害がない割合などを評価するAcceptability

Coverage，介入・サービス提供者への接触者割

合などを評価するContactCoverageがある。こ

のような5つのCoverageの評価は，プログラム

評価におけるプロセス評価に位置づけられる。

本稿では，武豊町地域サロン事業のプロセス評
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価として，5つのCoverageのうち既存データを

用いて評価可能な，AccessibilityCoverage，

ContactCoverage，EffectiveCoverageの評価

を行う。

Ⅴ 武豊町地域サロン事業のプログラム評価

1 武豊町地域サロン事業のプログラム評価

の全体像

武豊町地域サロン事業のプログラム評価の全

体像を図2に示した。2007年5月の地域サロン開

催前の2006年7月，開催8ヶ月後の2008年2月の2

回，武豊町在住の高齢者のうち要介護認定を受

けていない者の全数に自記式郵送調査を行って

いる。これらの調査データは個人レベルの外出

頻度など身体活動の状況や社会参加・交流の状

況とその変化などの中間アウトカム評価に用い

る。これらの自記式調査以外に，町から要介護

認定・死亡データの提供を受けて，サロンへの

参加が要介護認定を減らす効果を検証する予定

である。

2 今回の評価に用いるデータ

今回の分析では2006年7月に行った事前調査の

調査対象者，つまり要介護認定を受けていない

高齢者全数5,759名のうち，調査票番号と暗号化

されたIDの突合が不可能であった1名を除く

5,758名を分析対象者とした。今回は，武豊町か

ら提供された事業参加者データ（2006年，2007

年の従来の介護予防事業，地域サロン事業），住

所地区データ，保険料段階データを用いた分析

結果を示す。自記式調査のデータを用いた分析

は，別の報告を参照されたい（平井 2009，平井

2010）。

3 評価方法・指標

地域サロン事業は，2007年度から地域支援事

業（介護予防事業）の一つとして行われている

が，武豊町では，2006年度から体操や介護予防

教室・講座等の従来型の地域支援事業（特定高
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齢者施策と一般高齢者施策）も行われている。

AccessibilityCoverage，ContactCoverage，

EffectiveCoverageのそれぞれについて，従来

型の介護予防事業と地域サロン事業を比較し，

地域全体への介入を目指した地域サロン事業の

プロセス評価として，カバレッジの向上がどの

程度できているかを評価した。

AccessibilityCoverageの指標は，事業の開催

場所からの500m圏内に住所が含まれる高齢者の

割合とした。従来型の事業は，事業開催施設で

ある保健センター，中央公民館，総合体育館，

老人福祉センターの4施設から500m圏内に含ま

れる人数，地域サロン事業は開催拠点の500m圏

に含まれる人数とした。地域サロン事業につい

ては，2007-2009の間の拠点数増加による変化を

みた。地理情報システム「ArcGIS8.3」を用

いて算出した。

ContactCoverageは本来，介入・サービス提

供者への接触者割合などを見るものであるが，

今回の分析では，分析対象者全体に占める各事

業への参加が1回以上の者（実人数）の割合とし

た。介護予防一般高齢者施策として重要である，

地域全体への介入がどの程度達成できているか

を評価した。武豊町では地域サロンを2020年ま

でに14か所に増やし，町全体（ほとんど）を地

域サロンの500m圏でカバーすることを目指すと

総合計画に盛り込んでいる。その場合を想定し，

参考までに分析対象を現在の地域サロンの500m

圏内に絞った場合の参加割合も算出した。

EffectiveCoverageは，本来はその介入とマッ

チしたニーズのある者に効果的な介入が届いて

いるかどうかを見るものである。武豊町の地域

サロン事業はハイリスク者を優先的に狙ったも

のではない。しかし当事業には，健診未受診や

参加拒否などさまざまな理由により特定高齢者

施策から漏れているハイリスク者を一般高齢者

施策である当事業でカバーしていくことも期待

されている。ハイリスク者の参加も得られて，

交流や社会参加によりその心身の健康をいくら

か改善できれば，町全体でみた介護予防効果は

向上すると考えられる。

今回のデータでは健康についてのデータない

ため，代替的に所得に関するデータを用いる。

所得・教育年数・職業階層などの社会経済的地

位が低い者ほど健康を損なうリスクが高く

（Marmot, Shipley 1999, Kagamimori,

Gainab,Nasermoaddelic2009），また社会的な

つながりも弱くなりがちであり（Berkman,

Syme1979），保健活動への参加も少ない（松田

2005）ことが国内外の先行研究で示されている。

今回は利用可能な行政データのなかから，介護

保険の保険料段階のデータを用いた。介護保険

料は市町村税の課税の有無・所得の状況により

定められているため（表1），所得そのものでは

ないが，大まかな所得レベルをみることができ

る。

ハイリスク群である低所得者をより多くとら

えることができれば，町全体の介護予防効果を

向上させる可能性を高めることができる。これ

については，2006年と2007年の年度間，従来型
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表1 所得段階と基準（2006）

所得段階 基準

第1段階 市町村民税非課税世帯に属する老齢福祉年金受給者・生活保護受給者

第2段階 世帯全員が市町村民税非課税で前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円以下の者

第3段階 世帯全員が市町村民税非課税で第2段階に該当しない者

第4段階 本人が市町村民税非課税で同じ世帯の中に市町村民税課税者がいる者

第5段階 本人が市町村民税課税で合計所得金額が200万円未満の者

第6段階 本人が市町村民税課税で合計所得金額が200万円以上700万円未満の者

第7段階 本人が市町村民税課税で合計所得金額が700万円以上の者



事業と地域サロン事業間で，低所得群における

参加人数，割合を比較し評価する。また，低所

得者が高所得者に比べ参加しにくいという状況

が武豊町の従来型事業・地域サロン事業でも起

こっているかどうかをみた。これは直接的な

EffectiveCoverageの評価ではないが，低所得

者が参加しにくい事業である場合，Effective

Coverageは低くなってしまうと考えられる。こ

れについては，各事業の参加者について，低所

得者が高所得者に比べて参加割合が低いかどう

かをみた。

分析の際には非課税世帯である第1段階から第

3段階を統合した。また第7段階の該当者が少な

いため第6段階と第7段階を統合した。男性と女

性で所得段階の分布が大きく異なるため，男女

別に評価した。

4 評価の結果

（1）AccessibilityCoverage

事業開催拠点から500m圏に含まれる人数でみ

たAccessibilityCoverageは，従来型介護予防事

業の15.2％に比べ，地域サロン事業では2007年

で31.5％と2倍以上，7か所に増えた2009年では

50％弱にまで向上している。

（2）ContactCoverage

分析対象者全体に占める各事業への参加者

（実人数）割合でみたContactCoverageは，町

全体を対象とした分析において，地域サロン事

業の参加人数は2007年度の従来事業の1.9％に対

し，6.2％と3倍以上であった。参考までに地域

サロンの開催拠点の500m圏に限定した分析も行っ

た。従来型事業への参加が2006，2007年度とも

2.0％と，町全体を対象とした場合とほぼ同程度

であるのに対し，地域サロン事業では10.6％と，

町全体を対象とした場合にくらべ1.5倍以上の値

を示した。

（3）EffectiveCoverage

2006年と2007年の年度間，従来型事業と地域

サロン事業間で，低所得群における参加人数，

割合を比較し評価した（表4）。

所得段階1-3の低所得群の参加人数・割合は，

2006年から2007年の変化をみると，男性では1人

（0.5％）から9人（4.1％），女性は40人（6.1％）

から85人（12.9％）と人数・割合が増加してい

ることがわかる。従来型事業と地域サロン事業

間で比較すると，男女とも2006年，2007年の従
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表2 従来型介護予防事業と地域サロン事業のAccessibilityCoverage

開催場所の500m圏に含

まれる高齢者の人数（人）

分析対象全体（n＝5,758

人）に占める割合（％）

従来型介護予防事業 保健センター等4施設 876 15.2

地域サロン事業 2007年（3拠点） 1,812 31.5

2008年（5拠点） 2,438 42.3

2009年（7拠点） 2,816 48.9

表3 従来型介護予防事業と地域サロン事業のContactCoverage

年度

町全体を対象とした分析 地域サロン500m圏に限定した分析

参加実人数

（人）

分析対象全体（n＝5,758

人）に占める割合

参加実人数

（人）

地域サロン500m圏（n＝

1,812人）に占める割合

従来型介護予防事業 2006 103 1.8 37 2.0

2007 108 1.9 36 2.0

地域サロン事業 2007 356 6.2 192 10.6



来型事業に比べ，地域サロン事業で所得段階1-3

の低所得群の参加を2倍から4倍近く得られてい

ることがわかった。

また，低所得者が高所得者に比べ参加しにく

いという状況が武豊町の従来型事業・地域サロ

ン事業でも起こっているかどうかをみた。男性

についてみると，2006従来型事業では所得段階5

以上の参加が中心で所得段階1-3や所得段階4の

人の参加割合が小さい。2007従来型事業では所

得段階1-3で参加割合が最も高い。参加人数が少

なく1人の変化が大きく反映されるので評価は難

しいが，地域サロン事業では低所得群の参加割

合は高所得群に比べて高くも低くもない。女性

についてみると，参加割合は全事業を通して低

所得群で多くなっている。

次に，地域サロンの開催拠点の500m圏に限定

した分析の結果を表5に示す。所得段階1-3の低

所得群の参加人数・割合は，2006年から2007年

の変化をみると，男性では1人（1.3％）から7人

（9.3％）に向上している。特に女性では16人
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表4 従来型介護予防事業と地域サロン事業のEffectiveCoverage（町全体）

性別 所得段階 n

2006年

（サロン開始前）

2007年

（サロン事業開始年度）

従来型事業 従来型事業 サロン事業
従来型または

サロン事業

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

男性 所得段階1-3 219 1 0.5 4 1.8 8 3.7 9 4.1

所得段階4 176 0 0.0 2 1.1 7 4.0 9 5.1

所得段階5 1,426 22 1.5 12 0.8 46 3.2 53 3.7

所得段階6-7 939 6 0.6 16 1.7 39 4.2 49 5.2

女性 所得段階1-3 659 40 6.1 24 3.6 75 11.4 85 12.9

所得段階4 1,849 20 1.1 38 2.1 149 8.1 171 9.2

所得段階5 381 12 3.1 9 2.4 25 6.6 33 8.7

所得段階6-7 109 2 1.8 3 2.8 9 8.3 10 9.2

表5 従来型介護予防事業と地域サロン事業のEffectiveCoverage（サロン開催拠点の500ｍ圏内）

性別 所得段階 n

2006年

（サロン開始前）

2007年

（サロン事業開始年度）

従来型事業 従来型事業 サロン事業
従来型または

サロン事業

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

男性 所得段階1-3 75 1 1.3 4 5.3 6 8.0 7 9.3

所得段階4 55 0 0.0 0 0.0 3 5.5 3 5.5

所得段階5 412 4 1.0 1 0.2 20 4.9 21 5.1

所得段階6-7 293 1 0.3 5 1.7 16 5.5 19 6.5

女性 所得段階1-3 247 16 6.5 12 4.9 47 19.0 50 20.2

所得段階4 580 6 1.0 12 2.1 83 14.3 89 15.3

所得段階5 119 8 6.7 1 0.8 15 12.6 16 13.4

所得段階6-7 31 1 3.2 1 3.2 2 6.5 2 6.5



（6.5％）から50人（20.2％）と増加し，5人に1人

が参加するようになったことがわかる。

低所得群と高所得群の参加割合を比較では，

男性についてみると500m圏に限定しない分析と

ほぼ同様であるが，女性についてみると，特に

地域サロン事業で低所得ほど参加割合が高い傾

向がみられる。

Ⅵ 評価の結果についての考察

AccessibilityCoverageは地域サロン事業の開

始により大きく向上し，2009年では50％弱にま

で向上していた。これにより健康・虚弱を問わ

ず，多くの高齢者の参加可能性を高めていると

考えられる。

ContactCoverageについてみると，地域サロ

ン事業は2006年度，2006年度の従来型事業の3倍

であった。2007年度の地域サロン事業のAccessi-

bilityCoverageは従来型事業の2倍程度である。

参加実人数の増加はAccessibilityCoverageの向

上の影響だけではなく，ボランティア運営によ

る高い活動拠点の多さと（旧事業に比べて）高

い頻度等の他の要因も寄与していると考えられ

る。6.2％という参加者割合は，地域全体への介

入としてはまだ低い水準にあるが，この時点の

サロンの拠点は3か所であり，目標の14か所のう

ち4分の1弱でしかない。地域サロンの開催拠点

の500m圏に限定した分析ではContactCoverage

が約1割と高くなっていた。今後の拠点数が増加

し，500m圏に含まれる高齢者割合を高めること

によりさらなる向上が期待できる。

EffectiveCoverageについては，今回はハイ

リスク者であると考えられる低所得者の参加に

着目した。地域サロン事業では従来型の事業に

比べて低所得者から多くの参加を得ることがで

きていた。特に女性では高所得者に比べて低所

得者の参加割合が高い傾向が見られた。その理

由として，サロン参加のきっかけとして，知人

友人に誘われたことをあげる者が少なくないこ

と，費用が1回百円と低廉であること，住まいか

ら徒歩圏で開催されていることなどが考えられ

る。健診では逆に，低い社会階層の者ほど参加

していないことが報告されている（松田 2007）。

地域サロン事業は，健診をスクリーニングに用

いた介護予防特定高齢者施策に比べて，健康を

損ないやすい低い社会階層をカバーしやすい事

業であると思われる。

評価の結果，地域サロン事業は従来の事業に

比べ，全ての指標で大きなCoverageを示した。

虚弱なハイリスクの高齢者，移動能力が低い高

齢者ほどAccessibilityCoverageの影響を受けや

すいと考えられる。これらを大きくすることに

よって，健康な高齢者に加え，虚弱なために参

加できなかった潜在的な参加者を事業参加に結

びつけることで，EffectiveCoverageを高め，

介入効果を向上させることが可能であると考え

られる。

Ⅶ おわりに

本稿では，地域支援事業における介護予防事

業の現状の課題を整理し，その課題を踏まえ開

発された愛知県武豊町における地域サロン事業

とその評価の事例を紹介した。

特定高齢者施策は，スクリーニング方法，有

効なプログラム，カバー割合などの面で困難な

課題があり，厚生労働省も見直しを始めている。

しかし，感染症や一部の癌などと異なり介護予

防も生活習慣病と同様に，ハイリスク戦略が効

きにくいと考えられる（近藤 2007）ため，介護

予防一般高齢者施策による補完が必要である。

本稿ではこれまでの地域支援事業の課題を克服

する介護予防一般高齢者施策のモデルとして，

地域高齢者の社会参加を促進することを目指し

た愛知県武豊町の地域サロン事業の事例を解説

し，この事業を例にして行ったプロセス評価の

事例を紹介した。

このような評価は，事後的な評価だけではな

く，継続的な実践のための今後の計画を立てる

ためにも用いることができる。武豊町では第二

期（2008年度）の新規開催拠点をボランティア

が参加するワークショップで決定した。その際，
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会場候補地の500m圏内に含まれる高齢者人数，

2006年7月の事前調査で把握していた町内の地区

別の要介護状態になるおそれのある者の人数を

集計した資料をもとに協議を行った（平井

2008b）。 Accessibility CoverageとEffective

Coverageに関係する評価結果が意思決定のプロ

セスに役立てられた例である。

介護予防はまだ新しい事業であり，PDCAサ

イクルを回し改善する余地が大きい事業である

ため，評価が必要である。評価といっても，す

ぐに介護予防の効果が期待できる事業ではない

一般高齢者施策ではインパクト評価ばかりでな

く，まずはプロセス評価が重要である。地域の

予防活動を促進する場合，地域にはさまざまな

文脈があり，全国のどの地域でも有効なプログ

ラムや運営方法のモデルを示すことは難しい。

そのため，現場で地域に合った取り組みが行わ

れることが望ましい。その際に，取り組みを継

続しながらPDCAサイクルを回し改善していく

ことを支援する形成的評価が必要である。今回

行ったプロセス評価は，全て介護保険者が持っ

ている既存のデータ，または入手可能なデータ

を用いたものであり，計算方法も簡便である。

プログラム評価を実施しプログラムのマネジメ

ントを行う人材がいれば，全国の保険者ですぐ

に実施しプログラムの継続的実施と改善，意思

決定等に利用可能である。

現場での評価をすすめるためには，評価を行

う人材育成とともに，データ環境，介護予防の

評価に適した評価の方法論の蓄積等，より質の

高い評価を行える条件の整備が望まれる。現場

で適切で精度の高い評価が行われることが，よ

りよい介護予防の実践につながると考えられる。
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